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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期
第１四半期
累計(会計)期間

第69期
第１四半期
累計(会計)期間

第68期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 5,741,0796,166,42440,776,335

経常利益（千円） 576,804 441,5414,373,686

四半期（当期）純利益（千円） 377,204 265,8732,230,853

持分法を適用した場合の投資利益（千円） －     － －

資本金（千円） 3,302,3753,302,3753,302,375

発行済株式総数（株） 21,858,49121,858,49121,858,491

純資産額（千円） 30,993,14732,677,22532,948,333

総資産額（千円） 43,633,55643,065,07745,555,379

１株当たり純資産額（円） 1,473.291,563.531,566.37

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 17.94 12.66 105.81

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

１株当たり配当額（円） － － 15.00

自己資本比率（％） 71.03 75.88 72.33

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
3,289,9102,038,1584,489,140

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,083,597△1,762,729△3,086,597

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△296,349△421,905△452,578

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 9,123,1649,016,6899,163,166

従業員数（人） 932 917 903

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており
ません。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

  当第１四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

  当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 917 　

　（注）　従業員数は就業人員で、準社員46名、シニア社員101名及び他社からの受入出向者235名を含んでおりますが、社外

への出向者８名は含まれておりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（1）受注実績　

報告セグメントの名称

当第１四半期会計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年６月30日）

（千円）　

　前年同四半期（％）

　建設事業 　9,058,557 　－

　不動産事業 138,923　 　－

合計 9,197,481　 　－

　

（2）売上実績

報告セグメントの名称

当第１四半期会計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年６月30日）

（千円）　

　前年同四半期（％）

　建設事業 6,027,500 　－

　不動産事業 138,923 　－

合計 6,166,424 　－

（注）１．当社では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

２．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前第１四半期会計期間 当第１四半期会計期間

相手先 金額（千円） 割合（％） 相手先 金額（千円） 割合（％）

東日本旅客鉄道株式会社 4,436,25877.3東日本旅客鉄道株式会社 4,803,42077.9

社会福祉法人　いなほの郷福祉

会
635,820 11.1　   

　

　

なお、参考のため建設事業の状況は次のとおりであります。

建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況　

（1）受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

期別 区分　

期首繰越

工事高

（千円）

期中受注

工事高

（千円）

計（千円）
期中完成工事

高（千円）

期末繰越工事

高（千円）

前第１四半期累計期間

（自　平成21年４月１日

　　至　平成21年６月30日）

土木工事 8,221,8525,039,98013,261,8324,282,3938,979,439

建築工事 7,656,6271,355,4319,012,0581,314,3737,697,685

計　 15,878,4796,395,41122,273,8915,596,76616,677,125

当第１四半期累計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年６月30日）

土木工事 9,934,8396,374,57516,309,4154,818,79311,490,622

建築工事 4,442,2842,683,9827,126,2661,208,7075,917,558

計　 14,377,1249,058,55723,435,6816,027,50017,408,181

前事業年度

（自　平成21年４月１日

　　至　平成22年３月31日）

土木工事 8,221,85228,308,83936,530,69226,595,8529,934,839

建築工事 7,656,62710,395,96218,052,58913,610,3054,442,284

計　 15,878,47938,704,80154,583,28140,206,15714,377,124

　（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増

減額を含んでおります。したがいまして、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致いたします。
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（2）受注工事高　

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

前第１四半期会計期間

（自　平成21年４月１日

　　至　平成21年６月30日）

土木工事 147,1044,892,8755,039,980

建築工事 520 1,354,9111,355,431

計 147,6246,247,7866,395,411

当第１四半期会計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年６月30日）

土木工事 1,536,7484,837,8276,374,575

建築工事 239,9072,444,0742,683,982

計 1,776,6557,281,9029,058,557

　

　（注）　受注工事高のうち主なものは、次のとおりであります。

　　

　  前第１四半期会計期間　請負金額２億円以上の主なもの

発注者 工事名

東日本旅客鉄道株式会社 秋田車両センター構内検修設備改修他

東日本旅客鉄道株式会社 米山構内23Ｋ390Ｍ付近護岸復旧（その１）

 

　  当第１四半期会計期間　請負金額３億円以上の主なもの

発注者 工事名

独立行政法人　鉄道建設・運輸施設

整備支援機構
北陸新幹線、板倉軌道敷設他　

東日本旅客鉄道株式会社　 和田・四ツ小屋間豊成大橋新設工事　

株式会社ルミネ 大宮店　事務所棟新設工事

東日本旅客鉄道株式会社　 黒井駅構内自由通路新設その１工事

日本海倉庫株式会社 日本海倉庫(株)倉庫増築工事　

 

（3）完成工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

前第１四半期会計期間

（自　平成21年４月１日

　　至　平成21年６月30日）

土木工事 105,3534,177,0394,282,393

建築工事 330 1,314,0431,314,373

計 105,6835,491,0825,596,766

当第１四半期会計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年６月30日）

土木工事 86,176 4,732,6164,818,793

建築工事 12,990 1,195,7171,208,707

計 99,166 5,928,3346,027,500

 

　（注） 完成工事高のうち主なものは、次のとおりであります。

 

　前第１四半期会計期間　請負金額１億円以上の主なもの

発注者 工事名

社会福祉法人　いなほの郷福祉会 （仮称）大淵ケアハウス建設工事

株式会社ルミネ　 ルミネ北千住店８階改装工事

　

　当第１四半期会計期間　請負金額１億円以上の主なもの

発注者 工事名

中部電力株式会社　 アリオ上田線新設のうち管路（その２）工事　
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（4）繰越工事高（平成22年６月30日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

土木工事 3,888,926 7,601,695 11,490,622

建築工事 226,917 5,690,641 5,917,558

計 4,115,843 13,292,337 17,408,181

 

（注）　繰越工事のうち主なものは、次のとおりであります。

 

　繰越工事のうち請負金額６億円以上の主なもの

発注者 工事名 完成予定

独立行政法人　鉄道建設・運輸施設

整備支援機構
北陸新幹線、板倉軌道敷設他　 平成25年３月

独立行政法人　鉄道建設・運輸施設

整備支援機構
北陸新幹線、射水中村高架橋 平成24年７月　

独立行政法人　鉄道建設・運輸施設

整備支援機構
北陸新幹線、富山五本榎高架橋 平成23年７月　

東日本旅客鉄道株式会社 豊野・牟礼間浅野こ道橋新設工事 平成23年11月　

東邦ハウジング株式会社 （仮称）エクセルダイア大森Ⅲ新築工事 平成22年12月　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

    　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第１四半期会計期間の売上高は、前第１四半期会計期間から適用いたしました工事進行基準に係る売上増加を

主因といたしまして、前年同四半期比４億２千５百万円（7.4%増）増加し、61億６千６百万円となりました。

　利益につきましては、売上増加要因もありましたが、利益率低下を主因といたしまして、売上総利益は前年同四半

期比減益となりました。

　なお、営業・経常・四半期純利益の状況は、以下のとおりであります。

　営業利益は、３億７千２百万円（前年同四半期比26.2%減）となり、経常利益は、４億４千１百万円（前年同四半期

比23.5%減）となりました。四半期純利益は、貸倒引当金対象残高減少による貸倒引当金戻入益等の特別利益計上や

資産除去債務会計基準適用による特別損失を計上した結果、２億６千５百万円（前年同四半期比29.5%減）となり

ました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　建設事業売上は、60億２千７百万円となりました。これは、工事完成基準に係る完成工事高が減少する一方、前第１

四半期会計期間から適用いたしました工事進行基準に係る売上が増加したことが主因であります。

　また、建設事業利益は、３億４千５百万円となりました。

　不動産事業売上は、１億３千８百万円となりました。これは、賃貸物件の改修等の影響によるものであります。

　また、不動産事業利益は、２千７百万円となりました。　

　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間のキャッシュ・フローの状況については、営業活動における資金で20億３千８百万円の収

入超過（前年同四半期32億８千９百万円の収入超過）、投資活動における資金で17億６千２百万円の支出超過(前

年同四半期20億８千３百万円の支出超過)、財務活動における資金で４億２千１百万円の支出超過（前年同四半期

２億９千６百万円の支出超過）となりました。これらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、20億３千８百万円の収入超過となりました。（前年同四半期32億８千９百

万円の収入超過）これは、例年第１四半期が売上債権の回収時期にあたることや税引前四半期純利益及び減価償却

費等により収入超過となったものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、効率的な資金運用を目的とした有価証券運用等により、17億６千２百万円

の支出超過となったものであります。（前年同四半期20億８千３百万円の支出超過）

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額及び自己株式の取得による支出を主因に、４億２千１百万

円の支出超過となったものであります。（前年同四半期２億９千６百万円の支出超過）

　これにより、現金及び現金同等物の四半期末残高は、90億１千６百万円となりました。（前年同四半期末残高91億

２千３百万円）

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

（建設事業）　

　当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、4,336千円であります。

　なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（不動産事業）　

　研究開発活動は、特段行われておりません。
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(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

　今後も、公共投資をはじめ国内建設投資の減少が進み、更なる受注競争の激化が予想されます。こうした中、当社は

技術と経営に優れた企業を目指して業績や経営に及ぼす様々なリスク要因を的確に把握し、いかなる経営環境変化

にも対処すべく、安全、技術、品質、財務などにおいて、より高いステージを目指した経営を実践してまいります。

　また、「安全を最優先する企業」として工事の更なる安全向上を目指すとともにコンプライアンスの遵守を経営

の最重要課題としてとらえ、地域やお客様の信頼獲得に全力で取り組んでまいります。
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第３【設備の状況】
（1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

 

 

 

 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 51,000,000

計 51,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,858,491 21,858,491
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）
単元株式数100株

計 21,858,491 21,858,491 － －

（2）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。 

　

（4）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 21,858,491 － 3,302,375 － 3,338,395

　

（6）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等が無く、当第１四半期会計期間において、異動は把握しておりません。

 

（7）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

　①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　 230,500　
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  21,579,200 215,792 －

単元未満株式 普通株式      48,791　 － －

発行済株式総数 21,858,491 － －

総株主の議決権 － 215,792 －

（注）証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式（その他）」の欄に400株（議決権の数４個）、「単元未満

株式」の欄に16株それぞれ含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）                  

第一建設工業株式

会社

新潟市中央区八千

代一丁目４番34号
230,500 － 230,500 1.05

計 － 230,500 － 230,500 1.05

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は394,182株となっております。またこの他に、平成22年６月30日

現在の四半期財務諸表に自己株式として認識している野村信託銀行株式会社（社員持株会専用信託口）（以下

「信託口」という。）所有の当社株式が、564,700株あります。これは、平成20年４月22日付けで信託口に第三者

割当により発行した新株式700,000株と自己株式処分により譲渡した300,000株及び平成22年６月30日までに信

託口から社員持株会へ譲渡した435,300株を差引し合算計上したことによるものであります。この処理は会計処

理上、当社と信託口が一体のものであると認識し、信託口が所有する当社株式を自己株式として計上しているこ

とによるものであります。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 780 799 793

最低（円） 700 735 697

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四

半期連結財務諸表は作成しておりません。

　　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　　1.29％

売上高基準　　　　　0.93％

利益基準　　　　　　1.42％

利益剰余金基準　　　1.56％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 9,016,689 9,163,166

受取手形・完成工事未収入金等 7,188,352 11,770,140

有価証券 4,000,550 2,099,994

販売用不動産 353,324 370,954

未成工事支出金 ※3
 3,516,654

※3
 2,627,849

繰延税金資産 378,339 378,339

その他 638,013 607,997

貸倒引当金 △61,650 △97,890

流動資産合計 25,030,274 26,920,551

固定資産

有形固定資産

車両運搬具（純額） 4,958,119 5,274,979

その他（純額） 7,675,601 7,636,536

有形固定資産計 ※1
 12,633,720

※1
 12,911,515

無形固定資産 127,658 134,385

投資その他の資産

投資有価証券 4,281,729 4,670,156

繰延税金資産 637,925 558,203

その他 ※2
 353,779

※2
 360,577

貸倒引当金 △10 △10

投資その他の資産計 5,273,424 5,588,926

固定資産合計 18,034,802 18,634,827

資産合計 43,065,077 45,555,379

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,596,714 6,581,151

未払法人税等 223,486 1,367,163

未成工事受入金 2,101,953 1,725,300

引当金 ※3
 97,661

※3
 89,270

その他 1,751,771 1,257,614

流動負債合計 8,771,587 11,020,499

固定負債

長期借入金 441,940 441,940

退職給付引当金 919,366 928,177

資産除去債務 40,713 －

その他 214,243 216,429

固定負債合計 1,616,263 1,586,546

負債合計 10,387,851 12,607,046
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,302,375 3,302,375

資本剰余金 3,338,395 3,338,395

利益剰余金 26,386,468 26,444,227

自己株式 △674,232 △567,639

株主資本合計 32,353,007 32,517,359

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 324,217 430,973

評価・換算差額等合計 324,217 430,973

純資産合計 32,677,225 32,948,333

負債純資産合計 43,065,077 45,555,379
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高

完成工事高 5,596,766 6,027,500

不動産事業売上高 144,313 138,923

売上高合計 5,741,079 6,166,424

売上原価

完成工事原価 4,504,398 5,001,763

不動産事業売上原価 83,452 98,223

売上原価合計 4,587,851 5,099,987

売上総利益

完成工事総利益 1,092,367 1,025,737

不動産事業総利益 60,860 40,700

売上総利益合計 1,153,228 1,066,437

販売費及び一般管理費 ※1
 647,665

※1
 693,539

営業利益 505,562 372,898

営業外収益

受取利息 4,359 5,353

受取配当金 42,595 43,881

受取保険金 18,440 －

その他 9,353 28,747

営業外収益合計 74,748 77,982

営業外費用

支払利息 1,900 1,054

投資有価証券売却損 － 5,510

その他 1,606 2,773

営業外費用合計 3,506 9,338

経常利益 576,804 441,541

特別利益

貸倒引当金戻入額 73,400 36,240

その他 － 334

特別利益合計 73,400 36,574

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 18,211

その他 － 3,030

特別損失合計 － 21,241

税引前四半期純利益 650,204 456,873

法人税等 ※2
 273,000

※2
 191,000

四半期純利益 377,204 265,873
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 650,204 456,873

減価償却費 360,329 409,512

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 18,211

貸倒引当金の増減額（△は減少） △73,400 △36,240

工事損失引当金の増減額（△は減少） △1,260 160

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 8,106 9,111

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,522 △8,810

受取利息及び受取配当金 △46,954 △49,234

支払利息 1,900 1,054

投資有価証券評価損益（△は益） － 1,175

投資有価証券売却損益（△は益） － 5,510

有形固定資産売却損益（△は益） － △334

有形固定資産除却損 － 3,030

売上債権の増減額（△は増加） 5,360,104 4,581,788

未成工事支出金の増減額（△は増加） △2,193,321 △888,805

販売用不動産の増減額（△は増加） 1,513 17,629

未収入金の増減額（△は増加） 143,252 △57,810

仕入債務の増減額（△は減少） △1,406,804 △1,984,436

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,380,103 376,653

その他の流動負債の増減額（△は減少） 437,485 262,035

未払消費税等の増減額（△は減少） △187,518 154,376

その他 7,830 36,923

小計 4,434,048 3,308,375

利息及び配当金の受取額 46,806 50,266

利息の支払額 △220 －

法人税等の支払額 △1,190,723 △1,320,484

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,289,910 2,038,158

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △2,999,571 △4,300,785

有価証券の売却及び償還による収入 1,000,000 2,400,000

有形固定資産の取得による支出 △75,658 △58,283

有形固定資産の売却による収入 13,500 400

無形固定資産の取得による支出 △28,150 －

投資有価証券の取得による支出 △59,539 －

投資有価証券の売却及び償還による収入 51,199 206,224

貸付金の回収による収入 100 101

その他 14,521 △10,386

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,083,597 △1,762,729

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △315,097 △315,615

自己株式の取得による支出 △1,485 △126,372

自己株式の売却による収入 20,233 20,564

リース債務の返済による支出 － △483

財務活動によるキャッシュ・フロー △296,349 △421,905

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 909,963 △146,476

現金及び現金同等物の期首残高 8,213,201 9,163,166

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 9,123,164

※1
 9,016,689
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計

基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用しておりま

す。

　これにより、営業利益及び経常利益は573千円減少し、税引前四半期純利益は

18,784千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去

債務の変動額は40,496千円であります。

　なお、資産除去債務の変動額は、当第１四半期会計期間の期首における残高

を記載しております。

　

　

【表示方法の変更】

当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期損益計算書）

１．前第１四半期累計期間において、区分掲記しておりました「受取保険金」の金額が営業外収益総額の100分の20以下

となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。なお、当第１四半期累計期間の営業外収益の

「その他」に含まれる「受取保険金」は14,110千円であります。

２．前第１四半期累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券売却損」は、

営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第１四半期累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第１四

半期累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「投資有価証券売却損」は559千円であります。

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書）

前第１四半期累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりまし

た「投資有価証券売却損益（△は益）」は重要性が増加したため、当第１四半期累計期間より区分掲記することと

しました。なお、前第１四半期累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「投資有

価証券売却損益（△は益）」は559千円であります。

　

　

EDINET提出書類

第一建設工業株式会社(E00250)

四半期報告書

17/26



【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　貸倒実績率が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前事業年度決算において算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使

用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

２．完成工事に係るかし担保費用見積額

の算定方法

　補償見積率が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前事業年度決算において算定した過去の実績率等の合理的な基準を

使用して補償見積額を算定しております。
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

税金費用の計算方法 　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。

　

　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、7,483,275千円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、7,125,127千円で

あります。

※２．投資その他の資産から直接控除した貸倒引当金 ※２．投資その他の資産から直接控除した貸倒引当金

その他 213,744千円 その他 213,744千円

　「その他」中の直接控除した貸倒引当金は、破産更

生債権等であります。

　「その他」中の直接控除した貸倒引当金は、破産更

生債権等であります。

※３．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示

しております。損失の発生が見込まれる工事契約に

係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応

する額は52,450千円であります。

※３．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示

しております。損失の発生が見込まれる工事契約に

係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応

する額は52,450千円であります。

　４．保証債務

下記の会社の金融機関等からの借入に対し、保証を

行っております。

なお、（　）内には共同保証総額を記載しておりま

す。

　４．保証債務

下記の会社の金融機関等からの借入に対し、保証を

行っております。

なお、（　）内には共同保証総額を記載しておりま

す。

㈱カイハツ
55,365千円

(542,583千円)
㈱カイハツ

57,105千円

(559,637千円)

　５．訴訟

　当社が施工した朱鷺メッセ連絡通路の一部が落下

した事故について、平成16年９月７日付（訴状通達

は17日）で、新潟県から民法第719条の「連帯して全

部の責任を負う」共同不法行為を根拠法令として工

事の設計、工事監理、施工を行った関係６社に対して

894百万円の損害賠償請求訴訟の提起を受け現在も

訴訟手続中であります。

　５．訴訟

同左

EDINET提出書類

第一建設工業株式会社(E00250)

四半期報告書

19/26



（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 342,369千円

退職給付費用 10,433

役員賞与引当金繰入額 8,106

従業員給料手当 366,023千円

退職給付費用 8,848

役員賞与引当金繰入額 9,111

※２．税金費用については、四半期特有の会計処理を適用

しているため、法人税等調整額は「法人税等」に含

めて表示しております。　

※２．　　　　　　　　　同左

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係　

　　　　　　　　　　　　　　（平成21年６月30日現在）

 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係　

　　　　　　　　　　　　　　（平成22年６月30日現在）

 

現金及び預金勘定 9,123,164千円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資(有価証券）
－

現金及び現金同等物 9,123,164

現金預金 9,016,689千円

現金及び現金同等物 9,016,689

　（追加情報）

　当社は、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」の

導入に伴い、野村信託銀行株式会社（社員持株会専用信託

口）(以下「信託口」という。)に第三者割当による新株式

発行および自己株式譲渡をしております。

　会計処理については、当社と信託口が一体であるとの保守

的な観点から、信託口の資産及び負債並びに費用及び収益

についても当社貸借対照表及び損益計算書並びにキャッ

シュ・フロー計算書に含めて計上しております。

　このため、キャッシュ・フロー計算書の作成は、信託口の

貸借対照表及び損益計算書を含めた計数で、作成しており

ます。

　（追加情報）

同左
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　　　　　21,858,491株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　　　　 　958,882株

（注）当社は、平成20年4月22日付で新株式(普通株式)700,000株を野村信託銀行株式会社（社員持株会専用信託

口）(以下「信託口」という。)に第三者割当により発行しております。また併せて自己株式300,000株を信

託口へ処分しております。

会計処理については、当社と信託口は一体であるとの保守的な処理をしていることから、「２．自己株式

の種類及び株式数」における自己株式数は、信託口が所有する当社株式数564,700株と当社所有自己株式

数394,182株を加算して記載しております。

３．配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 315,52015 平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金　

（注）配当金の総額には、野村信託銀行株式会社（社員持株会専用信託口）（以下信託口という。）に対する配当金

8,898千円を含めておりません。これは、信託口に対する新株式の発行および自己株式処分について保守的な観点

から、当社と信託口は一体であるとの会計処理をしており、信託口が所有する当社株式を自己株式に含めている

ためであります。

（金融商品関係）

　該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　関連会社がないため、当該各項目の記載を省略しておりま

す。

　関連会社がないため、当該各項目の記載を省略しておりま

す。

　

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会におい

て、総合予算計画に基づき経営資源配分の決定がなされ、その業績を評価するため、取締役会において定期的

に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、土木・建築その他建設工事全般の受注・施工管理を主な内容とした建設事業と不動産賃貸を主な

内容とした不動産事業を営んでおります。

　また、その事業管理は、受注・施工管理別の包括的事業戦略を立案可能な管理体制とし、事業活動を推し進

めております。

　したがいまして、当社は、製品・サービス別管理を基礎としたセグメントから構成されており、「建設事

業」、「不動産事業」の２つを報告セグメントとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第１四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　 　 　 （単位：千円）

　 建設事業 不動産事業 合計

売上高  　 　

外部顧客への売上高 6,027,500　 138,923　 6,166,424　

セグメント間の内部売上高又は振替

額
－　 －　 －　

計　 6,027,500　 138,923　 6,166,424　

セグメント利益 345,818　 27,079　 372,898　

（注）セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の営業利益と一致いたします。 

　

（追加情報）

　当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。

 

（賃貸等不動産関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　「１.１株当たり純資産額」及び「２.１株当たり四半期純利益金額等」を算定するための「普通株式の自己株式

数」においては、野村信託銀行株式会社（社員持株会専用信託口）(以下「信託口」という。)が所有する当社株式

（当第１四半期会計期間末現在564,700株）について、財務諸表において自己株式として会計処理していることか

ら、「１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期会計期間末の普通株式の数」及び「普通株式の期中平均株

式数」は、当該株式を控除して算出しております。

　

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,563.53円 １株当たり純資産額 1,566.37円

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 17.94円 １株当たり四半期純利益金額 12.66円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 377,204 265,873

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 377,204 265,873

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,024 20,999

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　当社が施工した朱鷺メッセ連絡通路の一部が落下した事故について、平成16年９月７日付（訴状通達は17日）で、新

潟県から民法第719条の「連帯して全部の責任を負う」共同不法行為を根拠法令として工事の設計、工事監理、施工を

行った関係６社に対して894百万円の損害賠償請求訴訟の提起を受け、現在も訴訟手続中であります。

　当社としては、訴訟の中で当社の正当性を主張していく方針であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月11日

第一建設工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限
責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮島　道明　　印

 
指定有限
責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五十嵐　朗　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一建設工業株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第68期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、第一建設工業株式会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

　追記情報

　「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四半期会計期間

より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月11日

第一建設工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限
責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五十嵐　朗　　印

 
指定有限
責任社員
業務執行社員

 公認会計士 塚田　一誠　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一建設工業株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第69期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、第一建設工業株式会社の平成22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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